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議会業務継続計画策定の趣旨について 

 

はじめに 

 現行の災害対策基本法では、防災等には地方自治体がその第一線にあたることが想定

されており、市町村、都道府県、国の役割と相互連携、協力体制が明記されている。そ

のため、緊急時においては、町に災害対策本部が設置され、災害対策の要として重大な

責務のもと活動することとなっている。 

 しかし、地域防災計画では議会の役割は記載されておらず、緊急時には実質的に議会

の存在は必要とされていない現状にあり、災害と議会は無関係ということになっている。 

 議会は、議決機関として地方自治体の意思決定を担う責務がある。また、議員は、日

常的に住民の代表として住民の要望を行政に伝達する活動をしているため、議会は、平

常時に限らず災害時にあっても議会の機能を維持していかなければならない。一方で、

緊急時に通常の活動をすることにより、災害対策本部の活動や機能に制限を掛けてしま

うことも懸念される。 

 そのことから、災害等の非常時における議会の役割を明確にするとともに、議会及び

議員の行動基準と、それを統制し、かつ議会機能を維持するための体制構築を確立する

ことを目的に「議会業務継続計画」を策定する。 

 

 

 

議会業務継続計画の主たる目的 

 

１ 災害時の議会の組織化(非常時の指揮命令系統を議会に確立) 

  議会に「議会災害対策会議」を設置し、災害時においても議会が適切に動ける体制

を整備。議長により欠員時の指揮命令順位を明示。 

 

２ 情報の一元化 

  災害時は、災害対策本部（執行機関）の活動の支障にならないよう、議員は自制的

な行動をとらなければならない。議員要望の伝達先、情報収集のとりまとめなど議

員の窓口を「議会災害対策会議」で一元化し執行機関に届ける機能を整備。 

 

３ 具体的な行動指針を定める 

  災害発生時における様々な想定から具体的な行動指針を定める。 

  ・災害対策会議委員の参集基準、他議員の招集基準 

  ・初動期・中期 

  ・議会活動再開準備、議会活動再開に至るまで 
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１  新十津川町議会業務継続計画（議会 BCP）の必要性と目的 

 

平成 23 年３月の東日本大震災を契機に、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223

号）第 42 条の規定に基づき執行機関が策定する地域防災計画に加え、災害等の緊急

時であっても優先的に必要な業務を適切に遂行するために備えておく業務継続計画

（Business Continuity Plan 以下「ＢＣＰ」という。）の策定が市町村や市町村議会

に広がりをみせている。 

平成 30 年９月に発生した北海道胆振東部地震、北海道全域でのブラックアウトに

より、本町議会においても大規模な災害等発生時（以下「災害時」という。）の迅速

な意思決定、多様な町民ニーズの反映、議会機能の継続、情報共有の在り方について

思案する経験をした。また、令和元年７月、新十津川町議会議員会管外視察研修とし

て北海道胆振東部地震の被災地であるむかわ町、安平町にて行政視察を行ない、被災

した一住民でありながら地域を代表する議員としてどのような行動が出来たか、災害

後の復興に向けて議会がどのような取り組みを行ったかについて考察した。 

  加えて、令和２年の新型コロナウイルス感染症拡大は大規模災害に匹敵する脅威と

なり、感染症の発生・蔓延時においても議会として迅速に対応する必要性を認識した。 

  以上のことから、災害等の発生時及び非常事態においても議会の役割や責務を果た

せるよう、議員の行動指針、必要となる組織体制等を定める業務継続計画を確立すべ

きとして「新十津川町議会業務継続計画（以下「議会 BCP」という。）」を策定した。 

議会として迅速に対応する必要があると認めるものについて継続してこれを用い、

その責務を果たすこととする。 

  なお、本計画の実行にあたっては、「新十津川町地域防災計画」並びに「新十津川

町新型インフルエンザ等対策行動計画」等を十分に踏まえるものである。 

 

ＢＣＰとは 

 災害対応業務を実施する態勢を確保するために、事前に必要な資源の確保・配分や

必要な対策を定めることにより、災害発生後の業務立上げ時間の短縮や発災直後の業

務レベルの向上を図る計画である。  

 

議会ＢＣＰのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

ＢＣＰを策定 

 

・必要な資源の確保・配分  事前に 
・必要な対策を確保     定める 

 

議会災害対

応業務を実

施する態勢

を確保 

議会災害対応業務を実施 

・業務立上げ時間の短縮 
・発災直後の業務レベル 
の向上 

〈平常時〉 〈災害時〉 
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【新十津川町議会業務継続計画の必要性と目的イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

      【目指すべき状況】           【避けるべき状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新十津川町議会ＢＣＰ】 

議会災害対応業務を明確化 

議会災害対応業務の目標時期、業務継続体制を計画 

・ＢＣＰ策定 

・ＢＣＰに基づき議会災害対応業務 
  の実施に必要な体制をあらかじ
め整備 

平

常

時 

 

・ＢＣＰがない 

・ＢＣＰの内容やＢＣＰに基づく 
準備が不十分 

 

 

災

害

時 

 

ＢＣＰを指針として、迅速、効果的
に議会災害対応業務を実施 
 
議会災害対応業務以外の通常業務 
は可能な限り早期に復旧する 

場当たり的な対応、判断の誤り、対
応の遅れ 
 
・災害発生時に何をしたらよいか 
わからない 

・「想定外」の事態 
・事前の準備の不備等 

 

 

 

結 

 

果 

 

災害時における被害を最小限にと
どめる。 
 
人的被害、物的被害、経済的影響 
など。 
特に人命保護を最優先とする 
 
 
 
 
被害の最小限化・復旧復興 
議事・議決機関としての町政運営
を迅速化 

災害時優先業務が遅延、十分な効果
的ではない。 
 
・最低限必要な業務レベルの維持 
ができない 

・維持すべき業務の中断 
・業務復旧の遅れ等 
 
 
 

災害時における被害の拡大 
議会機能・町政運営の遅れ 
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２ 災害時の議会、議員の行動方針 

（１）議会の役割 

 

議会は、議事・議決機関として予算、条例、重要な契約などについて、町の団体意

思を決定するとともに、執行機関の事務執行をチェックし、また、町の重要な政策形

成において地域特性や多様な町民ニーズを反映するなど、重要な役割を担っている。 

  議会は、大規模な災害等が発生した非常時においても、機能停止することなく、有

効な議決ができる会議を開催し、この機能を維持する必要性がある。そのためにさま

ざまな災害を想定し、対応する体制を整えなければならない。加えて災害等の復旧・

復興時にあっては、住民代表機関として大きな責務と役割を担うものである。 

 

（２）議員の役割 

 

  議員は、合議制としての議会が基本的な機能を維持するために、その構成員として

の役割を担うことが基本となる。 

一方で議員は災害時には、特に初期を中心に、一町民として被災した町民の救援や

被害の復旧のために、非常事態に即応した地域の一員としての役割を求められる。 

議員は、議会機能を維持するという根幹的な役割を十分に認識する中で、地域活動

などに従事する役割も同時に担うものである。 

 

 

 

３ 災害時の執行機関の動きと議会の関係 

 

  災害時において、実質的かつ主体的に対応に当たるのは、危機・防災対策の担当課

をはじめとする執行機関であり、議会は主体的な役割を担うものではない。議会は、

議事・議決機関としての役割を担い、その範囲内で災害に対応することが基本となる。 

  特に災害初期において、執行機関は職員が災害等の情報（以下「災害情報」という。）

の収集や応急対策業務などに奔走し、緊張状態にあることが予想されることから、議

員の情報収集及び要請行動については、その状況と必要性を見極め、執行機関の初動

体制や応急対応への配慮が必要となる。 

 一方で、議会が自らの役割である監視牽制機能と審議・議決機能を適正に実行する

ためには、正確な情報を早期に収集しチェックを行うことが必要である。 

そのため、議会と執行機関は、それぞれの役割を踏まえて、災害情報の共有を主体

とする協力・連携体制を整え、災害等の対応（以下「災害対応」という。）に当たる

ものである。 
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４ 議会が発動する災害の種類 

 

  議会が果たすべき役割や行動については、執行機関の災害対応と緊密な関係性を有

し、相互に補完する関係にあることから、執行機関における地域防災計画に基づく災

害対策本部や国民保護計画に基づく緊急事態連絡本部（以下「災害対策本部等」とい

う。）が設置する対応基準を概ね準用するものである。 

議会災害時対応の対象とする災害等は、次のとおりとする。 

 

 

議会災害時対応の対象災害 

災害種別 災害内容 

地 震 

・震度５以上の地震が発生したとき 

・地震による被害が発生したとき 

 

 

風 雪 水 害 

・台風、暴風、豪雪、豪雨、洪水、土砂災害などで多くの住家や

人的災害が発生した場合、または被害の拡大が予想されるとき 

・町内・近隣町村で、避難情報、孤立地域等・交通機関障害・生  

 活基盤の被害が発生し、応急対策が必要なとき 

・被害が大規模に広域にわたるとき（雪害） 

 

事 故 災 害 

【道路災害】 

【危険物等】 

【大規模火災】 

【林野火災】 

【大規模停電】 

・被害が大規模なとき 

・人命の救助救出活動の難航が予想されるとき 

感染症 

・厚生労働省が定める指定感染症、新感染症、新型インフルエン

ザ等感染症で、措置を講じなければ町民の生命、健康に重篤な

影響を与えるおそれがあるものが発生したとき 

 

その他 

上記災害のほか、原子力災害、大規模テロなどで大きな被害が発

生した場合、またはおそれがあるとき 
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５ 地震・風雪水害等に係る業務継続の体制及び行動の基準 

（１）業務継続体制の構築 

 

  非常時においても議会が基本的な機能を維持し、業務を継続するためには、その機

関を構成する議員の安全確保とその安否確認がスタートとなる。このスタートを迅速

かつ的確に行うことが、議会の機能維持にとって重要であり、その後の業務継続体制

の構築に大きく影響する。 

また、この体制は議会と議会事務局の双方において構築し、それぞれが明確な行動

基準に基づき対応することが重要である。 

 

① 議会の体制 

   ア 議会災害対策会議の設置   

 

    議会は、災害時において、災害初期から議会機能を的確に維持するため、町災

害対策本部等の設置後、速やかに新十津川町議会災害対策会議（以下「対策会議」

という。)を設置し、災害対応に当たるものとする。対策会議は、議長、副議長、

議会運営委員で構成し、議会としての意思決定を行なうに当たっての事前調整及

び協議の場としての役割を担うものとし、設置基準は次のとおりとする。 

 

【議会災害対策会議 ６名】 

※ 災害対策会議の任務として記載のある「本会議、委員会の開催に関すること」、「本

会議、委員会の協議事項などに関すること」の２項目については、議会運営委員会の

開催が可能な場合、災害対策会議の任務外とする。なお、この取り扱いは、最初の災

害対策会議で協議・決定し、その後の協議で取り扱いの変更をすることも可能とする。 

 

構成員 議長 副議長 
議会運営委員 

役職 委員長 副委員長 

 

 

 

 

主な 

任務 

 

 

 

 

 

 

 

対策会議を

設置し、会

議の事務を

統括する 

 

 

 

委員長を補

佐し、委員

長が欠けた

場合には、

その職務を

代理する 

 

委員長の指示のもと、次の任務に当たる 

 

・対策会議の運営に関すること 

・議員の安否に関すること 

・議員の参集に関すること 

・本会議、委員会の開催に関すること 

・本会議、委員会の協議事項などに関すること 

・災害情報の収集・共有などに関すること 

・町災害対策本部等との連携に関すること 

・その他、災害対応に必要と考えられること 
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イ 対策会議などの指揮系統 

 

対策会議と議会事務局においては、委員長（議長）と局長の不在などの場合に 

   備えて指揮の順位を次のとおり定めるものとする。 

 

 

対策会議などの委員長不在時の代理者 

 

 

 

 

 

  

  

議会事務局長不在時の代理者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害種別 設置・解除時期 設置場所 委員の参集時間 会議運営 

 

 

地震 

町災害対策本部

等の設置後、速

やかに設置し、

当該本部等の解 

除をもって解除

する。  

 

 

議員控室 

対策会議から参集

時間・場所等の指

示を受けた後、自

身と家族の安全を

確保し、速やかに

参集する。 

会議の進行は、委

員長が行う。 

協議事項は、委員

長が決定する 

風雪水害 同上 同上 同上 同上 

事故災害 同上 同上 同上 同上 

その他 同上 同上 同上 同上 

委 

員 
長 

職務代理者

① 

 

不 
在 
時 
① 

 

議運委員長 

事務局書記 

局 
 

長 

職務代理者 

① 

職務代理者

② 

 

職務代理者

③ 

 
副委員長 議運副委員長 

不 
在 
時 
① 

 

不 
在 
時 
① 

 

不 
在 
時 
① 
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ウ 議員の基本的行動 

  

    議員は、災害時には、速やかに自身と家族の安全確保、安否確認を行い、自身

と家族の安全が確保された段階で次の活動を行うものとする。なお、議員として

の立場（非代替性）を踏まえて、活動に当たるものとする。 

 

   ａ 対策会議から全議員の参集指示があるまでは、地域の一員として町民の安全

確保と応急対応等など地域における活動に積極的に従事する。 

   ｂ 地域活動などを通して、執行機関が拾いきれない地域の災害情報などを収集

する。 

   ｃ 対策会議から全議員への参集指示に速やかに対応できるよう、連絡態勢を常 

    時確保しておく。 

   ｄ 対策会議の議員は、対策会議が設置された場合には、上記にかかわらず対策

会議の任務にあたる。 

 

エ 発生時期に応じた議員の行動基準 

  

ａ 災害が、会議(本会議・委員会)中に発生した場合 

議長又は委員長は、直ちに本会議または委員会を休憩または散会し、事務局

職員に対し、避難誘導その他安全確保のための指示をするものとする。 

   議員は、速やかに自身の安全を確保し、自身の安全確保を行った上で被災者

がある場合にはその救出・支援を行う。次に家族の安否確認を行うとともに、

今後の対応の指示があるまで議会において待機するものとする。 

 

   ｂ 災害が、会議時間外（夜間、土曜、日曜、祝日、休会日など）に発生した場 

合（議員が町内にいる状態） 

議員は、速やかに自身と家族の安全を確保し、自身と家族の安全確保を行っ 

    た上で、被災者がある場合にはその救出・支援を行う。 

対策会議の議員は、委員長（議長）に安否の報告（※注１）を行うとともに、

参集し対策会議の任務にあたる。 

委員長（議長）は、報告内容を【様式２ 全議員安否確認整理表】に集約す

る。 

その他の議員は、委員長（議長）に安否の報告を行い、連絡がとれる態勢を

確保し、自宅待機または地域で一町民として支援活動や災害情報の収集（※注

２）に当たる。 

 

    ※報告先は、状況に応じ、委員長（議長）、副委員長（副議長：職務代理者①）、 

職務代理者②（議会運営委員会委員長）の順とする。 
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ｃ 災害が議員の町内不在時に発生した場合 

     議員は、速やかに自身の安全を確保し、その上で家族の安否の確認を行うと

ともに、被災者がある場合にはその救出・支援を行う。 

対策会議の議員は、委員長（議長）に安否の報告を行うとともに、参集し対

策会議の任務にあたる。 

その他の議員は、委員長（議長）に安否の報告を行い、連絡がとれる態勢を

確保した後に、安全を最優先とした移動手段を用い速やかに町内に戻り、自宅

待機または地域での支援活動や災害情報の収集に当たる。 

 

    ※報告先は、状況に応じ、委員長（議長）、副委員長（副議長：職務代理者①）、

職務代理者②（議会運営委員会委員長）の順とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※注１ 安否確認の方法と、報告事項  

 

 ○通信機能が正常な場合 

電話、携帯メール LINEWORKS、FAX などを用いて報告する。 

FAX の場合は、議会事務局（新十津川町役場：７６－２７８５） 

 ○通信機能に支障がある場合 

  各議員は、ＮТТ災害ダイヤル（１７１）を利用して自身の安否を報告する。 

○報告事項は、【様式１ 議員安否確認表】に記載の事項に即したものとする。 

 

※注２ 災害情報の収集 

 ○災害情報は、【様式３ 情報収集連絡表】に記載することを基本する。 

○LINEWORKS、携帯メール、FAX などを活用し、災害現場の写真などを委員長（議長）

に報告する。 

 FAX の場合は、議会事務局（新十津川町役場：７６－２７８５） 

 

「検討課題」 

通信機器が全て機能停止することを想定し、議会独自の連絡体制を確保する必要

がある。 
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② 議会事務局の体制 

執行機関において町災害対策本部等が設置された際には、議会事務局の職員（以 

  下「事務局職員」という。）は、通常業務に優先して速やかに執行機関が行う災害

対策業務に当たるものとする。 

なお、災害対策業務中に、災害に係る臨時会・委員会等の開催、調整及び協議が 

必要な場合は、執行機関と議会の双方に置いて協議し、事務局職員の議会災害対応

業務（以下「議会非常時優先業務」という。）に当たることができるものとする。 

 

ア 議会事務局職員の行動基準 

事務局職員の行動基準は、「新十津川町業務継続計画」による。 

  

イ 事務局職員が議会非常時優先業務に当たる場合 

議会非常時優先業務の内容は、次のとおりとする。 

 

・議員の出欠席に関すること(議員の安否確認)  

・議会事務局職員の安否確認 

・議会事務局の被災状況の確認と執務場所の確保 

・議会事務局の電話、パソコン等の情報端末機器の稼働確認 

・町災害対策本部等との連絡体制の確保 

・災害関係情報の収集・整理、議員への発信 

・議場・委員会室などの建物の被災状況確認と会議場所の確保 

・議場・委員会室などの放送設備の稼働確認 

・議会に関する事項の報道対応など 

 

   ウ 議員への安否確認方法と確認事項  

災害発生時には、議員は自身の安否状況を議長に報告することとしており、報 

  告内容は議長により【様式２ 全議員安否確認整理票】に集約される。 

そのため、議会事務局は、議長を通じて次の内容を確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

・議員とその家族の安否状況 

・議員の所在地 

・議員の居宅の被害状況 

・議員の参集の可否と参集が可能な時期 

・議員の連絡先（家族などの連絡先） 

・地域の被災状況 
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災害時の議会・議会事務局の行動の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害の発生 

議会事務局 

 

町災害対策本部等の 

災害対応業務 

 

状況に応じて 

「議会非常時優先業務」 

相互協力体制 

連絡 
・ 
連携 
体制 

対策会議 

 

安否の確認 

議員の所在確認 

対策会議の協議内容の通知 

 

対策会議 

 

安否の確認 

議員の所在確認 

対策会議の協議内容の通知 

 

対策全体会議（全議員） 

参 集 

議員個々 

 

災害情報の収集 

地域活動への従事 

連絡体制の確保 

 

議員 

 

各議員の安否確認 

対策会議設置 

情報収集、被災 

状況等の確認、 

全議員参集の

必要性の協議

など 

町 

災害対策 

本部等 

連絡 
・ 
連携 
体制 

（直ちに全議員の参集を求める場合） （しばらく様子を見る場合） 
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(２）災害時期に応じた行動の整理 

  

  災害時においては、災害等の発生が予測される段階から発災後の時期に応じて求め

られる行動や役割は大きく変化することから、それぞれの時期（予測期、初動期、中

期・後期）に応じた行動形態や行動基準を定めることは重要であり、災害が休日・夜

間に発生した場合を基本的行動パターンとして整理するものである。 

  なお、後期から平常時に移行する段階では、災害の程度に応じて、執行機関におい

て復興計画の策定が考えられるが、当該計画においては、より議会の責任を明確にす

る観点から、議会の議決に付すべき事件に加えるなどの検討が必要である。 

 

① 対応段階の定義 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対応段階 状態 

予測期 発災前 

初動期 発災～３日 

中期 発災後３日～７日 

後期 発災後７日～１か月程度 
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監視牽制 

連携 

連絡・連携体制 

体制 

相互 

協力 

② 行動形態（災害が休日・夜間に発生した場合の基本的行動形態） 

災害時の行動形態は、次のとおりとする。 

 

地震・風雪水害編 

 

 

 

 

 

            

                          

         

 

 

 

 

 

 

 

           相互 

           協力            

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

初動期（発災後～３日） 対策会議の設置、安否確認の実施、情報収集 

 

町災害対策本部等 

 

中期（発災後３日～７日） 災害情報の収集、把握、共有 

 

後期（発災後７日～１か月） 議会機能の早期復旧 

 

１か月～  平常時の議会組織体制へ 

対策会議 

(対策全体会議） 

議会事務局 

※議員は、対策会議から参集の指示があるまでは、地域の応急活動

や避難所等の活動に協力するなど、地域での活動などに従事する。 

町災害対策本部等 

 

対策会議 

(対策全体会議） 

議会事務局 

※議員の安否確認 

※議員の所在確認、対策 

会議設置場所と参集可 

否の確認  

※会議で事前の調整・協

議を行う  

※議員は、対策会議から参集の指示があれば、速やかに参集し、議

員活動に専念する。(対策全体会議) 

町災害対策本部等 

 

議会事務局 

本会議・委員会 

 
※本会議・委員会を開催し、復旧・復興予算などを審議する。 

※復興計画などについて、議会として審議する。 

対策会議 

(対策全体会議） 

連絡・連携体制 

予測期（災害発生前）発生予測段階で設置される会議への出席、情報の収集 

執行機関 

 

議会事務局 ※全議員へ情報提供 
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  ③ 行動基準（災害が休日・夜間に発生した場合の基本的行動基準） 

   災害時の対策会議、議会・議員、事務局職員の行動基準は、次のとおりとする。 

 

  地震・風雪水害編 

時期 対策会議 議会・議員 事務局職員 

 

 

【予測期】 

 

災害の 

発生前 

 

 

対策会議の設置準

備 

・議会は、台風等予測可

能な災害の場合、予定 

・している会議の原則延

期を決定する。 

・自身と家族の安全確保 

・議会事務局との連絡手

段の確認・確保 

 

・災害予測情報の収集 

・町と連絡体制の確保 

・議員への情報提供 

・非常時優先業務の確認  

 

 

 

 

【初動期】 

 

発災直後 

から 

２４時間 

 

・議員の安否確認 

・議会の施設及び

設備の確認 

・対策会議の設置 

・災害関係情報の

収集 

・町災害対策本部

との連携 

 

・議会は、地震その他の 

 災害の場合、安全が確 

・認できるまで会議の即 

 時延期を決定する。 

・自身と家族の安全確保 

・委員長（議長）等に安

否報告 

・町業務継続計画での災 

害対応 

・職員の安否確認 

・災害情報の確認 

 

 

 

 

 

 

【初動期】 

 

２４時間 

から 

４８時間 

 

 

 

 

 

 

・議員の安否など 

 の情報整理 

・情報を収集し、

全議員召集の有 

 無を協議 

・町災害対策本部 

 等と情報の共有 

 

・対策会議からの指示が

あるまでは地域活動 

・災害関係情報の収集 

・地域での救援・救助活

動、避難所運営などへ

の協力 

・町業務継続計画での災 

害対応 

 

状況に応じて「議会非 

常時優先業務」に移行 

 

・職員の安否確認 

・議場・委員会室などの

被災状況の確認 

・対策会議運営への協力 

・災害関係情報の収集 

・議会に関する事項の報

道対応 
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時期 対策会議 議会・議員 事務局職員 

 

【初動期】 

 

４８時間 

から 

７２時間 

 

・情報を収集し、

全議員召集の有 

無を協議 

・町災害対策本部 

等と情報の共有 

・議会運営事項の

協議 

・対策会議からの指示が

あるまでは地域活動 

・災害関係情報の収集 

・地域での救援・救助活

動、避難所運営などへ

の協力 

・対策会議からの指示に

即応できる態勢の確保 

 

状況に応じて「議会非 

常時優先業務」に移行 

 

・対策会議運営への協力 

・災害関係情報の収集、

整理、発信 

 

 

【中期】 

 

３日 

から 

７日 

 

・情報を整理し、

全議員召集の有 

無を協議 

・議会運営の再開

準備（開催場所、

議案等の協議） 

・災害初動対応の

進捗状況の確認 

・対策会議からの指示を

踏まえて行動 

・地域での災害情報、意

見、要望などの収集 

・地域での救援・救助活

動、避難所運営などへ

の協力 

・対策会議からの指示に

即応できる態勢の確保 

 

状況に応じて「議会非 

常時優先業務」に移行 

 

・対策会議運営への協力 

・災害関係情報の収集、

整理、発信 

・議会再開に向けた準 

 備 

 

【後期】 

 

７日 

から 

１か月 

程度 

 

 

 

・本会議、委員会

の開催準備 

・復旧工事などの

確認 

・対策会議からの指示に

より、議員活動に専念 

・本会議、委員会の開催 

・議決事件の審議・議決 

・復旧活動に関する国・

道への要望などの検討 

・復興計画の審議 

・通常の議会体制へ移行 

 

状況に応じて「議会非 

常時優先業務」に移行 

 

・対策会議運営への協力 

・議会再開に向けた準 

 備 

・通常業務に移行 

 

※災害の状況により、期間の短縮または延長がある。 
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  ④ 議員の参集方法及び参集フロー 

   議員は、対策会議から参集の指示があった場合には、自身と家族の安全を確保し

た上で、速やかに参集するものとする。なお、自身や家族の被災、住居の被害によ

り参集できない場合には、その負傷などの対応後に参集するものとし、また、参集

が不可能な場合には、必ずその旨を報告するとともに、常に連絡が取れる態勢を確

保しておくものとする。 

 

 

議員参集基準 

地震・風雪水害編 

 

※  参集途上、被災者の救命が必要となった場合には、当該救命活動を優先する。 

   この場合、直ちに委員長（議長）若しくは職務代理者①②のいずれかに報告する。 

※  参集途上、参集に支障のない可能な範囲で災害情報を収集する。 

 

 

 

 

 

災害種別 参集方法（手段） 参集場所 服装 

 

 

 

地震 

道路状況等を踏まえ、

安全を最優先に考え

適切な交通手段で参

集 

庁舎が被災していな

い場合 

→議員控室 

 

庁舎が被災した場合 

→対策会議が指示す

る代替施設・場所 

自身の安全を確保でき

る服装 

 

冬期は防寒対策を行う 

 

 

風 

雪 

水 

害 

 

 

全

域 

 

 

同上 

 

同上 

 

同上 

 

局

地 

 

災害場所や道路状況

を踏まえ、安全を最優

先に考え、適切な交通

手段で参集 

 

同上 

 

同上 

その他 同上 同上 同上 
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議員の参集フロー 

地震・風雪水害編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   議員は、自身が被災することも想定し、災害時における自身の行動形態や議会事

務局及び委員長（議長）等との連絡事項などについて、その伝達方法などを含めて

家族間で定め、情報を共有しておくことが必要である。 

 

 

自身・家族の被災または住居の被害 

な  い 

軽症 
死亡 

重症 

家族等から伝達 

（可能な手段で） 

自身が被災し、 

救護を要する場合 

発 災  

あ  る 

家族が被災 

した場合 

住居のみ被害が 

生じた場合 

状況を委員長（議

長）、副委員長（副

議長）、職務代理 

②（議運委員長） 

いずれか等に連絡 

対策会議の指示を待つ 

状況を委員長等、いずれかに連絡 

状況を委員長（議

長）、副委員長（副

議長）、職務代理 

②（議運委員長） 

いずれか等に連絡 

 

可能な場合は

参集 

対策会議の指示を 

待つ 

家族を避難さ

せた後、参集 速やかに参集 
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⑤ 行動体系及び基本的行動フロー 

   計画の全般的な行動体系と、発災から１か月程度までの行動について、災害（大

規模地震等）が休日・時間外に発生した場合を一つの行動フローとして整理する。 

 

 

地震・風雪水害編 

新十津川町議会 BCP（業務継続計画）の行動体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害発生 新十津川町議会議員の行動は 

１ 初動期（発災後～３日） 

災害対策会議設置 

安否確認、情報収集、災害対策会議に参集するまでは、一町民として地域活動

などに従事します。 

２ 中期（３日～７日） 

災害情報の収集・把握・共有 

災害対策会議の指示に基づき参集し、議員活動に専念します。 

３ 後期（７日～１か月） 

議会機能の早期復旧 

本会議・委員会を開催し、復旧・復興予算などを審議します。 

４ １か月後 

平常時の議会組織体制へ 

復興計画などについて、議会として審議します。 

災害対策会議設置 

時間軸 

初期対応の 
 高度化 

議会機能の 
早期回復 

100％ 

平常時 災害時 

議
会
の
業
務
水
準
（
機
能
） 

情報収集 

審議（委員会等） 
議決（予算時） 
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新十津川町議会ＢＣＰ（業務継続計画）の基本的行動フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中期 

執行機関 

後期 初動期 

災害初期対応・情報の収集・整理 災害復旧 情報の収集・整理 

①参集指示あるまでは地域の支援活動に従事 ②情報収集 

復興計画など 

安否確認・参集連絡 

災害対策本部等設置 

正副議長参集 

議員・家族の安全確保 

連絡・連携体制構築 審議 予算案等審議 情報共有化・監視牽制 
災害対策本部解除 

議員への指示 
①様子を見る場合（自宅待
機・地域活動・情報収集 

②直ちに参集する場合 
 （参集日時等） 

①情報収集、災害状況把握  ②議会運営の協議（議決事項の審議等） ③全議員参集の判断等 

判断・指示等 

災害対策会議設置 

議員からの報告 
①常時、連絡がとれる態勢
の確保（活動場所・連絡
先の報告） 

②被災状況の報告 
 
 
 

議会への情報のフィード
バック 
①町内全体の被災状況 
②初期対応の進捗状況 
 

正副議長 

議会災害 
対策会議 
（６名） 

全議員 

議会事務局 

町議会 

対策会議解除 

議員・家族の安全確保 

平常時の議会
体制へ 

議会機能の維持    本会議・委員会での審議・議決 
（議会 BCP の目的）   議会としての協議・監視 

①町災害対策本部等による災害対策業務対応 ②状況に応じて「議会非常時優先業務」に移行 

参加指示後は議員活動に従事 

３ｈ後 12ｈ後 2 日後 ３日後 7 日後 24ｈ後 1 か月後 

情報共有化・連携・監視牽制 
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(３）審議を継続するための環境の整備 

   

災害によって本庁舎の施設や設備の機能が制限される状況において、議会の機能

を維持するためには、必要となる資源の現状と課題を踏まえ、必要な資源の確保に

向けた措置（対応）が必要である。 

 

① 庁舎の建物・設備 

   議会事務局、本会議場、委員会室等のある本庁舎は、令和 3 年度に新築され、

耐震基準を満たしており、相当規模の地震にも耐え、災害対策本部としての機能

を失わない設計となっている。 

倒壊の可能性は低いが、壁の崩壊、天井板、照明器具等の落下などにより建物

の一部被害や設備機能が停止することも予想される。本庁舎が使用できなくなっ

た場合、対策会議の設置場所や、本会議や委員会を開催できる場所の代替施設を

検討する必要がある。 

 

② 通信設備 

  現在、議会事務局は、一般回線による固定電話のみであり、災害時においては

利用の集中や回線の遮断などにより使用が著しく困難になることが予想される。

ただし、事務局職員は、災害応急対応を優先しているため、執行機関と対策会議

の連携は、支障のきたさない中で直接やり取りすることになると考える。 

 

③ 情報システム 

  現在、議会の情報システム及び WEB サーバは、執行機関のネットワークシス

テムの中で管理をしている状態であり、クラウド化を含む執行機関のバックアッ

プ体制によりデータの復旧は確保されている。 

執行機関の他のシステム管理との関連性から議会単独での措置は難しいところ

であるが、導入の有無は別としてネットワーク回線の二重化などの検討はしてお

く必要がある。 

 

 

 

（４）情報の的確な収集 

   

議会として適正な審議、決定を行うに当たっては、地域の災害情報を的確に把握 

することが前提となる。災害情報は、町地域防災計画に基づき配備される初動班や

関係機関などを介して、町災害対策本部等に集積されることから、当該本部等を通

して情報を得ることが効率的である。 

  一方で、より地域の実情に詳しい議員から、地域の詳細な災害情報が寄せられる 
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ことで、執行機関側の災害情報を補完するものとなる。これらのことから災害情報 

を的確に把握し、災害対応に当たるためには情報共有が大切である。そのために、 

町災害対策本部等と対策会議において、組織的な連絡・連携体制を確立することが 

重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

※町災害対策本部等で事務局職員も災害応急対応に当たる。（特に災害初動期は、事務

局職員は、災害応急対応となることから、対策会議構成員を中心に連絡体制を整え

る。） 

 

① 地域の災害情報の収集など 

   議員は、町の把握する災害情報に加えて、議員としての地域性や立場から、よ

り地域の災害状況や町民の声を把握することが可能である。そのため、議員は対

策会議からの参集の指示があるまでは、一町民として、地域での救助活動などに

協力するとともに、災害状況の調査や町民の意向の収集、把握に努めるものとす

る。 

   議員が収集する災害情報・要望等は、町が把握しきれていない情報を補完する

など非常に有益ではある。一方で、その情報の混乱と錯綜によって、結果的に町

の迅速な災害対応の支障になる恐れもあることから、そのような事態を避けると

ともに、災害情報や要望等の整理・分析の効率化につなげるため、【様式３ 情報

収集連絡表】に基づき、情報を収集し、収集事項を整理しておくことが重要であ

る。 

   議員が収集・把握した要望等の町への発信については、議会事務局を通じて行

う。 

また、町民への情報のフィードバックや議員間の共有化を図るため、町の情

報や執行機関からの回答等をもとに、情報発信を行う仕組みを構築することが有

効である。 

 

② 情報端末機器の活用 

   議員は、災害現場において災害写真などを撮影したときは、スマートホンやタ

ブレット端末に保存するとともに、メール等で委員長（議長）に写真を送信する。 

   また、対策会議などにおいては、議員間での最新情報の共有化を図るとともに、

効率的な会議に運営に努めるものとする。 

町 

災害対策 

本部等 

議会 

災害対策 

会議 

議会事務局 

議員 連絡・連携 災害情報 

議会事務局 
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６ 感染症に係る業務継続の体制及び行動の基準 

 

（１）感染症に係る発生段階別の考え方 

 

国内で感染者が発生し、感染拡大と一定程度の抑制を繰り返した新型コロナウイ

ルス感染症に対しては、各都道府県におけるステージ設定による注意喚起等が行わ

れていたが、ワクチン接種が進むなか、国において、医療ひっ迫が生じない水準に

感染を抑え日常生活や社会経済活動の回復を促進するとともに、新規感染者数を注

視しつつ医療のひっ迫に重点を置き、感染状況の分析や評価を行った上で対策を講

じることを目的に４段階のレベル分類を運用することとした。 

   さらに、その後、オミクロン株と同程度の感染力・病原性の変異株による感染拡

大を想定し、指標や事象を改訂した新レベル分類の運用に移行した。 

以降、道では、新型コロナウイルス感染症においては、この４段階の新レベル分

類における指標に応じた対応(※１)を示していくことになる。 

また、本町では、国・道の行動指針を踏まえつつ、「新十津川町新型インフルエ

ンザ等対策行動計画」に基づく対応を基本としていることから、現行においては、

北海道のレベル分類の指標と事象に準拠し、同計画に掲げられている発生段階（※

２）に応じた行動指針等を示していくことになる。 

 

※１ 新レベル分類における指標及び対応の目安 

 

レ
ベ
ル 

移行指標 対応の目安 

０ 
一定期間（２週間程度）新規感染者数

ゼロの日が継続 

○基本的な感染防止行動の実践の促進 

 

１ 

新規感染者が散発的に発生 ○特に感染リスクが高まる場面や行動に

留意した基本的な感染防止行動の実践

を働きかけ 

 

 

 

 

２ 

①「病床（または重症病床）使用率」

が２０％を超える 

②「新規感染者数」が１０万人あたり

１５人／週を超える 

③「療養者数」が１０万人あたり２０

人を超える 

 

①～③の全てを満たす 

○感染リスクが高まる場面や行動の回避

を要請等 

○一定期間（２週間程度）感染の拡大が

継続する場合には、さらなる制限を伴

う要請を行うとともに、まん延防止等

重点措置の国への要請を検討 

○さらに、感染の拡大が継続する場合に

は、レベル３への移行も見据え、緊急

事態措置の実施について国と協議 

３ 「病床（または重症病床）使用率」が

５０％を超える 

○緊急事態措置またはまん延防止等重点

措置の下で、強い制限を要請 
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レ
ベ
ル 

移行指標 対応の目安 

 

 

４ 

 

 

「病床使用率」が１００％を超えるお

それがある 

○さらなる強い制限を伴う要請 

（例）外出自粛、飲食店の休業、施設の

使用停止、イベントの中止、公共交通

機関のダイヤの大幅見直し、職場の出

勤者数の大幅削減 等 

 

 

 

※２ 「新十津川町新型インフルエンザ等対策行動計画」における発生段階と状態 

 

発生段階 状態 

未発生期 新型インフルエンザ等が発生していない状態 

海外発生期 海外で新型インフルエンザ等が発生した状態 

国内発生早期 国内で新型インフルエンザ等の患者が発生している状態 

 道内未発生期 道内での患者が発生していない状態 

道内発生期 道内での患者が発生しているが、全ての患者の接触歴を疫学調

査で追える状態 

国内感染期 国内で新型インフルエンザ等の患者の接触歴が疫学調査で追え

なくなった状態 

 道内未発生期 道内での患者が発生していない状態 

道内発生早期 道内での患者が発生しているが、全ての患者の接触歴を疫学調

査で追える状態 

道内感染期 道内で新型インフルエンザ等の患者の接触歴が疫学調査で追え

なくなった状 

小康期 新型インフルエンザ等の患者の発生が減少し、低い水準で留ま

っている状態 
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○レベル運用における対応の目安 

レベル  

１ ２ ３ ４ 

 

 

 

 

 

 

 

新北海道 

スタイル 

の実践・ 

徹底など 

注意喚起 

 

感染状況に 

応じて 

振興局に 

よる 

注意喚起 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（要請例） 

・体調が悪い場合の外出自粛 

・3密を回避できない場所での会合自粛  

・高齢者、基礎疾患を有する方等の感 

染防止の徹底 など 

※感染状況に応じて地域や業態を限定 

することも検討 

テレワークの推進や出動抑制 

接触アプリ等のさらなる利用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆行動自粛等の要請(社会経済活動への影響を抑えながら段階的に強化) 

 

新北海道スタイルなど、感染拡大防止対策のさらなる徹底等 

 

(要請例) 

・感染拡大防止対策を講じていない施設への外出自粛 

・同種の集団感染が複数発生するなど、これまでの対

策では感染リスクの会費が困難な業態への外出自粛 

・感染拡大地域との往来自粛 

・不要不急の外出自粛 など 
 
※感染状況に応じて地域や業態を限定することも検討 

 

新北海道スタイルなど、感染拡大防止対策のさらなる徹底等 

等 

 

◆施設の使用制限等の要請 

感染拡大防止対策を 

講じていない施設の 

使用制限等 

※感染状況に応じて地域や業

態を限定することも検討 

 

◆イベント制限等の要請 

イベントの見直し等 

※感染状況に応じて地域や業

態を限定することも検討 

 

施設の使用停止 

 

全道の外出自粛 

 

道外との往来自粛 

 

イベントの中止 

 

 

公共交通機関のダ
イヤの大幅見直し 
 

職場の出勤者数
の大幅削減 
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（２）業務継続（感染防止）体制の構築 

 

非常時（道内発生期又はレベル２）においても、議会が基本的な機能を維持し、業務

を継続するためには、その機関を構成する議員の感染防止が重要になる。議員及びその

家族の感染防止策や健康観察を的確に行うことは、議会の機能維持にとって非常に重要

であり、組織として感染防止を中心とした業務継続体制を構築する必要がある。また、

この体制は、議会と議会事務局の双方において構築し、次の段階に備え、行動基準に基

づき対応することが重要である。 

 

① 議会の体制 

ア 災害対策会議の設置 

     議会は、議会機能を的確に維持するため、町の新型コロナウイルス感染症対

策実施要領に位置づけられた新型感染症対策本部の設置後、速やかに対策会議

を設置し、必要に応じて対策会議を開催する。 

対策会議は、委員長（議長）、副委員長（副議長）及び委員（議会運営委員）

で構成し、議会としての意思決定を行うに当たっての事前調整・協議の場とし

ての役割を担うものとし、設置基準は次のとおりとする。 

 

【議会災害対策会議 ６名】 

 

※災害対策会議の任務として記載のある「本会議、委員会の開催に関すること」、

「本会議、委員会の協議事項などに関すること」の２項目については、議会運営 

委員会の開催が可能な場合、災害対策会議の任務外とする。 

なお、この取り扱いは、最初の災害対策会議で協議・決定し、その後の協議で

取り扱いの変更をすることも可能とする。 

 

構成員 議長 副議長 
議会運営委員 

役職 委員長 副委員長 

 

 

 

 

主な 

任務 

 

 

 

 

 

 

対策会議を

設置し、会

議の事務を

統括する 

 

 

 

委員長を補

佐し、委員

長が欠けた

場合には、

その職務を

代理する 

 

委員長の指示のもと、次の任務に当たる 

 

・対策会議の運営に関すること 

・議員の安否に関すること 

・議員の参集に関すること 

・本会議、委員会の開催に関すること 

・本会議、委員会の協議事項などに関すること 

・災害情報の収集・共有などに関すること 

・町災害対策本部等との連携に関すること 

・その他、災害対応に必要と考えられること 
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災害種別 設置・解除の時期 設置場所 委員の参集時間 会議運営 

 

 

感染症 

町対策本部等の設

置後、速やかに設置

し、当該本部等の解

除を以って解除す

る。 

 

議会事務局 

(委員会室) 

委員長（議長）から

参集場所の指示を

受けた後、自身の健

康状態を確認し、速

やかに参集する。 

会議の進行は、

委員長が行う。 

協議事項は委

員長が決定す

る。 

 

※対策会議に議員の参集方法、服装等は、議員の後掲の参集基準と同様とする。 

 

 

イ 対策会議などの指揮系統 

「５ 地震・風雪水害等に係る業務継続の体制及び活動の基準」における指揮

系統と同様とする。 

 

ウ 議員の基本的行動 

議員はレベル２以降、自身と家族の健康観察を行い、健康状態に異常がない

場合、次の活動を行う。なお、自身又は家族に発熱及び風邪症状がある場合は、

登庁を控えるとともに議会事務局へ報告する。さらに、議員としての立場（非

代替性）を踏まえて、活動に当たるものとする。 

 

○感染防止対策を講じて、住民の要望等の収集に努める。 

○感染症発生地域または発生地域を経由する議員の出張･外出は、必要性・重 

 要性を検討し、可能な限り控える。 

○レベル３・４には、不要不急の外出を自粛する。 

○議会事務局からの提供情報を随時確認するとともに、連絡体制を常時確保す 

る。 

○対策会議の議員は、対策会議が開催される場合、上記に関わらず対策会議の 

任務に当たる。 

○議長や対策会議からの指示等を確認するとともに、指示等に応じた行動を行 

う。 

○対策会議を通じて得られた情報等を活用し、感染防止対策を講じた上で、住 

 民への情報提供に努める。 

 

   エ 発生時期に応じた議員の行動 

 ａ 国内発生期又はレベル１ 

○毎朝、自身及び家族等の健康状態の把握を行う。 

○発熱及び風邪症状（咳、咽頭痛、息切れ、全身倦怠感、下痢など）がある 

 場合は、登庁（外出）を控え、議会事務局へ報告する。 
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○登庁（外出）時は、マスク等の着用、手洗い等の感染予防対策の徹底を図 

る。 

○接触確認アプリの活用など、率先して自身の感染状況の把握に努める。 

 

ｂ 道内発生期又はレベル２ 

○レベル１時の行動基準を継続する。 

○会議の開催に当っては、「密閉・密集・密接」環境回避に配慮するととも

に、オンラインの活用を検討する。 

○当面の議会活動内容について検討を行う。 

○住民から収集した町への要望等については、議会事務局を通じて行う。 

 

    ｃ 道内感染期又はレベル３ 

○レベル２時の行動基準を継続する。 

○集まる会議開催は必要最小限とし、オンラインによる手法を活用する。 

○不要不急の外出を自粛する。 

○「密閉・密集・密接」環境が懸念される会合など、感染拡大防止策を講じ

ていない施設への外出・出席を自粛する。 

○感染拡大地域への往来を自粛する。 

 

ｄ 道内感染期又はレベル４ 

○レベル３時の行動基準を継続する。 

○外出を自粛する。 

○道外との往来は自粛する。 

○町においても業務継続計画に基づく業務体制が実施されていることから、 

 執行部の状況を踏まえ負担軽減に配慮する。 

 

    ｅ 小康期 

○レベル１の行動基準は継続する。 

○順次、通常の議員活動に戻すとともに、次の感染拡大に備えた対応を検討 

  する。 

 

② 議会事務局の体制 

「新十津川町新型インフルエンザ等対策行動計画」を踏まえ、町内で新型コロナ

ウイルスが発生した場合には、議会事務局職員は、通常業務を縮小・休止し、優 

先度の高い業務を行う。なお、「密閉・密集・密接」環境回避のため、優先業務に

支障のない限り、テレワーク環境による在宅勤務、時差出勤の活用も検討する。 
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ア 議会事務局職員の行動基準 

ａ-1  国内発生早期 

○道内発生期に備え、備蓄品（マスク、消毒液）の確保状況確認を行う。 

○道外の感染拡大地域との往来についてはその必要性を十分に検討し、不要 

不急の往来を避ける。 

 

ａ－2 国内発生期又はレベル１ 

○毎朝、本人及び家族等の健康状態の把握に努めるとともに、発熱及び風邪

症状（咳、咽頭痛、息切れ、全身倦怠感、下痢など）がある場合は、出勤

を控える。 

○時差出勤を活用するなどの感染防止策を講じる。 

○議場フロア入口等への消毒液設置、マスク着用の徹底を図る。 

○町の新型感染症対策関係課会議等と連携し、情報収集を行う。 

 

ｂ 道内発生期又はレベル２ 

○レベル１時の行動基準を継続する。 

○「新型コロナウイルス発生時の議会事務局の業務継続対応」の確認を行う 

とともに、在宅勤務・時差出勤又は移動オフィス（分散勤務）についての 

体制を整え、必要に応じて命ずる。 

     ○会議の開催に当っては、「密閉・密集・密接」環境回避に配慮するととも

に、書面やオンラインを活用するよう努める。 

○議員に対し情報端末機器を活用し情報提供を積極的に行う。 

 

ｃ 道内感染期又はレベル３ 

○レベル２時の行動基準を継続する。 

○流行等の状況に応じて継続する通常業務をさらに絞り込み、優先度の高い 

業務を行う。 

○集まる会議開催は必要最小限とし、オンラインによる手法を活用する。 

○感染・まん延防止のため議会フロアの定期的な換気・消毒を実施する。 

     ○「密閉・密集・密接」環境が懸念される会合など、感染拡大防止策を講じ

ていない施設への外出は・出席は自粛する。 

○感染拡大地域への往来を自粛する。 

○従来の対策では感染リスクの回避が困難な業態への外出は自粛する。 

 

ｄ 道内感染期又はレベル４ 

○レベル３時の行動基準を継続する。 

○外出を自粛する。 

○道外との往来は自粛する。 
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ｅ 小康期 

○レベル１時の行動基準は継続する。 

○順次、通常の業務に戻し、次の感染拡大に備えた対応を検討する。 

○議会フロアの定期的な換気・消毒を実施する。 

○「密閉・密集・密接」環境回避への配慮を継続する。 

 

議会事務局職員の議会非常時優先業務 

・来庁者の氏名、連絡先の確認 

・議会事務局職員及び議員の健康観察 

・議会事務局の執務場所の確保及び感染予防対策 

・災害対策会議の設置準備 

・町の新型感染症対策本部等との連絡体制の確保 

・感染関係情報の収集・整理、議員への発信 

・オンライン会議環境の設定（必要な場合） 

・議場、委員会室などの会議場所の確保 

 

 

   イ 議員への安否（健康状態）確認方法と確認事項 

庁舎内、町内で罹患者が確認された場合や災害対策会議等の開催により議員 

等の健康状態を報告する必要が生じた場合、議員等の健康状態等の確認を行う。 

 

ａ 議会事務局の情報通信端末が使用できる場合 

議会事務局のパソコンなどから議員の携帯メールなどに送信し、返信がない

場合は、議会事務局の固定電話から議員の携帯電話や固定電話に連絡する。 

    

    ｂ 議会事務局（庁舎）が閉鎖され使用できない場合 

議会事務局職員の携帯メールなどから議員の携帯メールに送信し、返信がな 

い場合は、議会事務局職員の携帯電話などから議員の携帯電話や固定電話に

連絡する。 

 

 

           健康状態確認事項 

議員とその家族の健康状態（朝の体温、発熱の有無・状況） 

議員の所在地、連絡先 

 

※確認事項は、【様式４ 議員健康状態確認表】に記載の事項に即したものと

する。 
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連絡 

 ・ 

連携 

体制 

相互 

協力 

体制 

道内発生期又はレベル２における議会・議会事務局の行動の流れ   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）災害時期に応じた行動の整理 

   

発生からの時期に応じて求められる行動や役割は大きく変化することから、それ

ぞれの時期（発生段階、新型コロナウイルス感染症については４段階のレベル）に

応じた行動形態や行動基準を定めることは重要であり、発生段階等に応じた基本的

行動パターンとして整理するものである。なお、感染症に対応するレベル４時から

平常時に移行していく段階では、次の感染拡大への備えや特別な対策が町において

実施されることが考えられる。時機を逸することなくスピード感を持って、議会機

能を発揮する必要がある。 

情報・要望等の収集、今

後の議会対応の協議等 

対策会議の設置 

 

 

 

町新型感染症 

対策本部等 

各議員の 

健康状態確認 

正副議長の 

健康状態確認 議会事務局 

縮小勤務体制（在宅・時差

出勤・移動オフィス） 

道内発生期又はレベル２への移行 

議員からの情報提供等 

・町民からの要望等 

議員への情報提供 

・町新型感染症対策会議の情報 

・町からの情報提供 

・会議等の開催予定 
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連絡体制 
 構築 

連絡体制 
 構築 

監視・牽制 

連絡体制 
 構築 

監視・牽制 

  ① 行動形態 

   感染症発生時の行動形態は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国内発生早期又はレベル１：道内感染拡大予測段階で設置される会議への出席・情

報の収集 

道内発生期又はレベル２：対策会議の設置、職員・議員及びその家族の健康状態確

認の実施、情報の収集 

町管理職会議等 議会事務局 ※全議員へ情報提供 

（電子メール等) 

町新型感染症対策本部等 議会事務局 ※議員の健康状態把握 

 

対策会議 

※議員は、自身等の健康状態の把握、感染予防対策の徹底を行い、 

密閉・密集・密接への配慮や、書面・オンラインの活用に努める。 

 

道内感染期又はレベル３：災害情報の収集、把握、共有 

町新型感染症対策本部等 

※議員と町の収集した情報を対策会議で共有 

議会事務局 

対策会議 

※対策会議で事前の 

調整・協議を行う 

※議員は、段階に応じて不要不急の外出、感染拡大防止策を講じて

いない施設への外出・出席、感染拡大地域への往来等を自粛する。 

 

道内感染期又はレベル４：災害情報の収集、把握、共有 

町新型感染症対策本部等 

対策会議 ※オンラインを活用 

※外出、道外との往来は自粛する。 

※執行部の状況を踏まえ、負担軽減に配慮する。 

 

小康期：通常の議員活動に戻し、次の感染拡大に備えた対応を検討する 

議会事務局 
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 ② 行動基準 

   事務局職員、対策会議、議会・議員の行動基準は、次のとおりとする。 

 

時期 対策会議 議会・議員 事務局職員 

 

国内発生早期 

  ・備蓄品（マスク、 

 消毒液）の確保状況

確認 

 

 

 

国内発生早期 

または 

レベル１ 

 ・本人及び家族等の健 

 康状態の把握 

・発熱及び風邪症状が 

 ある場合は、登庁

（外 

出）を控え、議会事

務局へ報告 

・登庁（外出）時は、

マスク等の着用、手

洗い等の感染予防

対策を徹底 

・本人及び家族等の 

 健康状態の把握 

・時差出勤活用の検 

 討 

・消毒液設置 

・マスク着用 

・町本部と連携し情 

 報共有 

 

 

 

 

道内発生期 

または 

レベル２ 

・対策会議の設置 

・対策会議の開催 

・町の業務継続計 

・画発令に備え当 

・面の議会活動に 

・ついて検討 

・レベル１の内容継続 

・感染リスクに配慮し 

 た会議開催、書面・

オンライン会議を

検討 

・住民からの要望等の 

 収集 

・レベル１の内容継続 

・優先業務の確認 

・議員への情報提供 

・感染リスクに配慮し

た会議開催やオン

ラインを活用 

・在宅勤務・時差出 

 勤又は移動オフィ

ス( 分散勤務) の

体制を検討 

 

 

 

道内感染期 

または 

レベル３ 

・災害対策会議の

開催 

・レベル２の内容継続 

・集まる会議開催は必 

 要最小限とし、オン

ライン会議を検討 

・不要不急の外出自粛 

・感染拡大防止策を講 

 じていない施設へ 

 の外出・出席を自粛 

・感染拡大地域への往 

 来を自粛 

・レベル２の内容継続 

・継続する通常業務 

 を絞り込み、優先度

の高い業務を行う 

・対策会議の協力 

・議会フロアの定期 

 的な消毒を実施 
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時期 対策会議 議会・議員 事務局職員 

 

道内感染期 

または 

レベル４ 

・災害対策会議の

開催 

・レベル３の内容継続 

・外出を自粛 

・道外との往来は自粛 

・執行部の状況を踏ま 

 え負担軽減に配慮 

・レベル３の内容継続 

 

 

 

 

 

小康期 

・次の感染拡大に 

・備えた対応を検

討 

・順次、通常の議員活 

 動に戻す 

・本人及び家族等の健 

 康状態の把握 

・発熱及び風邪症状が 

 ある場合は、登庁

（外出）を控え、議 

会事務局へ報告す 

る 

・登庁（外出）時は、

マスク等の着用、手

洗い等の感染予防

対策の徹底を図る 

・順次、通常の業務 

 を再開 

・議会フロアの定期 

な消毒を実施 

・感染リスク回避の 

配慮 

 

 

 

  ③ 議員の参集方法及び参集フロー 

   議員は、対策会議から参集の指示があった場合には、自身と家族の健康状態を把

握した上で速やかに参集するものとする。なお、自身や家族の健康状態により参集

できない場合には、必ずその旨を議会事務局へ報告するとともに、常に連絡が取れ

る態勢を確保しておくものとする。 

 

 

議員参集基準 

災害種別 参集方法（手段） 参集場所 服装 

 

感染症 

感染防止の観点から、 

人との接触を極力避

ける方法で参集する 

委員会室または対策

会議委員長(議長)が

指定する場所 

通常の服装 

マスク着用 
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議員の参集フロー 

感染症編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議員は、自身が感染することも想定し、自身の行動形態や議会事務局との連絡事

項などについて、その伝達方法などを含めて家族間で定め情報を共有しておくこと

が必要である。 

 

自身・同居の家族の健康状態－発熱、咳、咽頭痛、息切れ、全身倦怠感、下痢等 

ない ある 

罹患者、濃厚接触者 

が疑われる場合 
同居の家族 議員自身 

登庁不可 

状況を議会事務局に報告 

 
対策会議からの指示に

より速やかに参集 

 
感染防止策を講じて登

庁 

 
書面会議等、対面しない

方法での会議参加 
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（４）審議を継続するための環境の整備 

 

  ① オンライン会議の活用 

令和２年の新型コロナウイルス感染症については、４月７日、７都府県に対して 

緊急事態宣言が、さらに、４月16日には全国に拡大され、５月25日の５都道県解除

まで、約２か月間にわたり不要不急の外出自粛等の措置がとられた。 

新十津川町議会においては、令和２年第1回定例会において、感染予防の徹底を

図るため会議日程を一日短縮し、執行機関側の感染症対応にも配慮した会議運営を

行った。また、その後の全国・北海道内・空知管内の感染拡大により、議会の本質

的活動である本会議や各委員会が「密閉・密集・密接の場」として開催があやぶま

れる中で、感染拡大防止策を講じて会議を開催してきた。 

感染症にあっては、人が集まることで感染リスクが高まることもあり、今後は、 

十分な審議・対話の場を確保する上で、技術革新が進むオンライン会議の導入・活

用の検討が必要である。 

しかしながら、本会議におけるオンライン会議の開催は、現行地方自治法の規定

により実施ができない。 

また、委員会におけるオンライン会議の開催は、一定の対策等を講じることで、

差し支えないとの総務省通知はあるが、本町での実施には、委員会条例等の改正が

必要となることから、オンライン会議の実現に向けた条例等の改正、執行機関側の

ハード・ソフト整備も含めた運用手順の整理が必要である。 

 

② 備蓄品などの確保 

世界的に感染が拡大した新型コロナウイルス感染症については、北海道内におい

ては、国に先んじて緊急事態宣言が出されるなど感染拡大が起こり、その後、空知

管内でも感染者が確認され、感染拡大期においては、学校の休校や施設等の閉鎖が

続くなど、町民生活に大きな影響を与えた。 

また、感染予防対策のためのマスクや消毒液等が入手できない状況があった。こ

れまで議会においても議員、議会事務局職員と傍聴者を対象としたマスクなどの感

染防止備蓄品は確保していなかったが、感染症への対応準備として、議員と議会事

務局職員が継続的に業務に従事することができるよう、また傍聴者への配慮も必要

なことから、町とも連携し、備蓄品などを確保する必要がある。 

    ａ マスク 

感染症の感染防止対策として、議員と議会事務局職員のあわせて14人の60 

日分（約840枚）の確保が必要である。なお、備蓄に当たっては、品質が保

たれる環境において、適切に管理する必要がある。 

ｂ 消毒液 

感染症の感染防止対策として、消毒液（アルコール濃度70～95%若しくは 

     次亜塩素酸ナトリウム（0.05％）を用いる）は、個人の手指衛生の徹底のた
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災害情報 連絡・連携 

 

町 

新型感染症 

対策本部等 

 

議会 

災害対策 

会議 

 

議員 

め、一定数量の確保が必要である。なお、消毒液については、使用期限に留

意し、定期的な更新が必要となる。 

 

③ 一般傍聴者への対応 

道内発生期又はレベル２移行時については、「密閉・密集・密接」環境を回避す

るため、本会議や委員会等の一般傍聴について検討する必要がある。また一般傍聴

者については、感染に係る追跡ができるよう氏名・連絡先を確認の上、傍聴を認め

ることになる。 

なお、一般傍聴に替わる手法として、現在、試行中の録画映像配信が本格運用さ

れた際には、視聴について周知・誘導、あるいは本会議場・委員会室以外の庁内で

の視聴（議場外設置モニターによる視聴など）を活用する。 

 

 

 

（５）情報の的確な収集 

   

議会として適正な審議、決定を行うに当たっては、国や道の動向及び地域の実情を

的確に把握することが前提となる。町において事案発生による業務継続計画が発動さ

れると、通常業務から優先度の高い業務へ人員が集中されることになる。こうした状

況下において、議事機関としての議会の監視機能を維持することは重要である。 

そのため議会は、執行機関の業務継続計画の進捗状況や町民の置かれている状況を

把握し、情報を共有することを基本として、議会としての権能を最大限発揮できるよ

うに努めるものとする。 

一方、執行機関が緊張している状況において、執行機関への負担軽減を図ることも

必要であり、バランス感覚を保ちながら執行機関と協力し、町民福祉の向上を図って

いくとともに、町民の不安や要望等に耳を傾け、情報発信することは、地域に根差し

た議員にとっても重要な活動である。 

対策会議の開催にあたっては、今後の町の取組み等を的確に把握するため、議会事

務局を通じて意見交換をすることも必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

※ 町新型感染症対策本部等に、議会事務局職員が同席し、災害対応状況・災害情報

等の収集・共有等、連絡・連携体制を確立する。 

議会事務局 議会事務局 
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① 地域の災害情報の収集など 

   議員は、町の把握する災害情報に加えて、議員としての地域性や立場から、より

地域の状況や町民の声を把握することが可能である。そのため、議員は感染防止対

策を講じた上で、町民の要望等の収集、把握に努めるものとする。 

議員が収集、把握した要望等の執行機関への発信については、執行機関の人員及

び業務体制を鑑み、議会事務局を通じて行う。 

 

  ② 情報端末機器の活用 

議員は、感染防止のため電子メール等を有効に活用した会議等の開催を検討する。 

 

 

 

（６）議員・議会事務局職員等が感染症に感染した場合の業務体制等 

                                    

① 議会フロアの消毒 

   

② 議員、事務局職員の行動 

ア 議員又は事務局職員は、感染が判明した場合（濃厚接触者と連絡を受けた 

 場合を含む。）は、議長及び事務局の双方に報告する。 

   イ 事務局は、全議員及び町長部局（総務課長）へ連絡する。 

   ウ 感染した議員又は事務局職員は、感染拡大の防止に努め、医師等の指示を 

    遵守し療養する。 

   エ 濃厚接触者となった議員又は事務局職員は、健康観察を行うとともに外出

を自粛するものとする。   

 

  ③ 議会の体制 

ア 議長は、必要に応じ、副議長、議会運営委員長、各常任委員長と事前に協

議を行う。ただし、議員の感染者数により事前協議が難しい場合は、議長の

判断によるものとする。 

イ 議長は、事前協議を踏まえ、又は、全員協議会の開催が必要と判断した場 

 合は全員協議会を招集し、対応について協議する。 

 

④ 感染者又は濃厚接触者とされた議員が複数となった場合 

   ア 本会議（定例会、臨時会）の議事日程、感染対策等については、議会運営 

    委員会で協議する。 

イ 本会議に正副議長が出席できない場合、地方自治法第１０６条第２項の規 

 定により仮議長を選挙し、議事の運営を行う。 

ウ 事務局職員が出勤できず、議事運営に支障がでる場合、議長より理事者へ 
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 応援を依頼する。 

エ 告示後の本会議（定例会、臨時会）が定足数に達しない場合は、流会とな

るが、早急に議会運営委員会を開催し、開催日の変更（臨時会の場合は再招

集について）を検討する。緊急を要する案件は、議長が執行機関と協議（専

決処分）する。 

オ 各委員会（特別委員会を含む）の対応は、正副委員長で検討する。 

 

⑤ 罹患者等の復帰基準 

 罹患者とする対象者及び復帰基準は、国や北海道が示す基準に準じることとす 

る。なお、町において、基準等の定めがあった場合は、その取扱いとする。 

 

  ⑥ その他の対応 

    ア 委員会視察、研修会等期間中の感染 

     ○正副委員長は視察、研修会等を中止し、議会事務局を通じてその旨を議長 

に報告する。 

     ○参加議員等は、感染等の地域を所管する保健所の指示に従う。 

 

イ 委員会視察、研修会等期間中に感染等が予想される場合 

○正副委員長は、感染等の状況に応じて視察、研修会等の中止又は延期の判

断を行う。また、中止又は延期の判断を行った場合、議会事務局を通じて

その旨を議長に報告する。 

 

ウ 外部からの行政視察、研修会等の対応 

 ○レベル１・２にあっては、来町予定議会等の自治体及び周辺地域並びに新 

十津川町までの移動行程上に感染地域がなく、感染防止策を行った上で受

け入れを行うものとする。 

 ○レベル３以降にあっては、基本的にすべての行政視察、研修会等を中止す

る。また、オンラインによる視察等を検討する。 
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７ 議会の防災計画と防災訓練 

（１）議会の防災計画など 

 

地域防災計画は、災害対策基本法に基づく法定計画として町において作成された

ものであり、予防から救援、応急対策、復旧・復興までを視野に入れた総合的な計

画である。 

  この度、新十津川町議会業務継続計画を作成し、非常時における議会の機能維持 

 に向けて、議会や議員の役割を明確にするとともに、議員の具体的な行動基準など 

を定めたところであるが、本計画の検討事項に加えて、減災対策など長期的な視点 

を以って取り組むべき事項（防災計画等）や、議会の役割を明記した総合的な観点 

を踏まえた防災に係る条例等の検討も必要である。 

  今後、議会としての防災計画や（仮称）防災基本条例等の策定に向けた検討が求め

られるところである。 

 

（２）議会の防災訓練 

 

  新十津川町議会業務継続計画の作成を踏まえ、災害時における議会と議会事務局 

 の体制や行動基準、非常時優先業務の内容などを検証・点検し、実効性のあるもの 

とするため、併せて災害に対する危機意識を高める観点から、議員と事務局職員を 

対象にした防災訓練(机上訓練・図上演習などを含む。)を計画的に実施することが 

必要である。 

 

 

８ 計画の運用 

（１）議会業務継続計画の見直し 

   

新十津川町議会業務継続計画に基づく必要資源の確保や防災訓練などの実施によ 

 り得た情報、新たに見出された課題などについては、適切に計画に反映させ、計画

をレベルアップさせていく必要がある。また、検討課題に対する対策が完了した場

合や実施すべき内容・手順などに変更が生じた場合においても、それらを計画に反

映させる必要があることから、本計画の適宜改正を行うものとする。 

 

（２）見直し体制 

 

  新十津川町議会業務継続計画の見直しは、議会運営委員会を中心に行うものとす

る。 
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地域の構成員 

議員 
行政区 

町内会 

各種団体 

９ 資料 

【新十津川町議会業務継続計画（議会 BCP）の特徴】 

 

■ 議員の役割  =  議会の構成員  +  地域の構成員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新十津川町議会業務継続計画（議会 BCP）の体系】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目的        大方針                 基本的方向性 

 

 

        

 

議会 

議員 

        

 

１ 議員・事務局職
員の安全確保 

適正に審議を行う 
環境と議会機能を 
継続する環境確保 

議員・事務局職員の安全確認 

３ 的確な情報の収
集と把握 

２ 審議を行う環境
の確保・整備 

議
会
の
基
本
的
機
能
の
維
持 

議会・議員の役割 
の明確化 

災害情報の的確把 
握と議会としての 
共有 

災害規模

に応じた 

時間軸ご

との行動

体系の整

理 
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新十津川町議会議員安否確認表 

確認日時 
月日     月  日 

議員氏名 
 

時間  

確認者名 
 

 
議員住所 

 

 

安

否

状

況 

議員本人 被災 
有 ⇒ ・重体 ・重症 ・軽症 ・その他（     ） 

無 

家族 被災 
有 ⇒ ・配偶者 ・子ども ・その他（     ） 

無 

所
在
地 

町内 ⇒ ・自宅 ・自宅以外 

町外 ⇒ ・場所（           ） 

居
宅
の
状
況 

被害 

有 ⇒ ・全壊 ・半壊 ・一部破損 ・床上浸水 ・床下浸水 

    ・その他（         ） 

無 

参
集 

可 

否 

可  否 参集可能な時期 

 

 
連
絡
先 

議員と連絡が取れない場合 ⇒ 家族の連絡先を記入 

 

 

 

 
地
域
の
被
災
状
況 

 

 

 

 

 

 

 

 
そ
の
他 

特記事項があれば記入 

 

 

 

 

様式１ 
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新十津川町議会全議員安否確認整理表 

  

 

 

議

員 

 

 

 

議

員 

 

 

 

議

員 

 

 

 

議 

員 

 

 

 

議

員 

 

 

 

議 

員 

 

 

 

議

員 

 

 

 

議

員 

 

 

 

議

員 

 

 

 

議

員 

 

 

 

議

員   

 

安
否
状
況 

議員本人 

（被災） 

           

家 族 

（被災） 

           

 

所

在

地 

町 内 

（自宅内・外） 

           

町 外 

（場所） 

           

 
 
 
 
居
宅
の
状
況 

全 壊            

半 壊            

一部破損            

床上浸水            

床下浸水            

その他            

参
集
の
可
否 

 
 

可・否 

           

参
集
可
能
時
期 

            

そ
の
他 

            

様式２ 
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新十津川町議会議員情報収集連絡表 

受信者氏名 
 

報告日時 
月日  

 時間  

受信日時 
 

議員氏名 
 

受信番号 
 

連絡先 
 

 

送信先：新十津川町議会事務局 FAX ０１２５－７６－２７８５ 

               TEL ０１２５－７６－３１９１ 

発 

生 

場 

所 

発生場所 

（地域） 

  

発生日時 

月日  

時間  

 

 

被
害
状
況 

 

 

死傷者 

死亡者 

 

不明 

 

 

住家 

全壊 
 一部 

破損 

 

半壊 

 床上 

浸水 

 

 

負傷者 

  

計  床下 

浸水 

 

 
応
急
対
策
状
況 
 

 

 

 

 

 

 
町
民
の
避
難
状
況 
 

 

 

 

 

 

 

 
町
民
要
望 

 

 

 

 

様式３ 
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新十津川町議会議員健康状態確認表 

 

   
報告日時 

      月    日（  ） 

   午前・午後   時  分送信 

確認日時 
月日  

議員氏名 
 

時間  

確認者名  今朝の体温         ℃ 

 

 

 

 

健

康

状

態 

 

いつごろから下記の症状がありますか【 今日 、 昨日 、   日前から 】 

 

 

議員本人 

有 ⇒ 発熱 【     ℃ 】 

 

     強いだるさ・息苦しさ・その他（       ） 

 無 

 

家族 

 有 ⇒ 配偶者 

・発熱 

 【    ℃】 

子ども 

・発熱 

 【    ℃】 

その他（   ） 

・発熱 

 【    ℃】 

 無 

現在、自宅以

外に滞在して

いる方は記入

ください 

 

住  所： 

 

電話番号： 

 

 

 

そ

の

他 

 

特記事項があれば記入（受診状況 医師の判断 PCR検査予定等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式４ 

 


